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表1女子高等教育卒回帰分析表
就職者数 高卒比根対就職者比率
4大卒 有意性 4大卒 有意性 4大卒 有意1生 4大卒 有意性 4大卒有意性 4大卒有意性 4大卒有意性 4大卒有意性
大卒者数 0，393寧＊＊ 0，557串＊＊ 0，651＊寧ぷ 0，568＊＊＊ 1，320＊＊＊ 2，040＊＊寧 2，780＊＊＊ 2，6！1＊＊＊
GNP 0，103零串＊ 0，152＊喰＊ 0，046＊＊ 0，058＊串 0，315串＊＊ 0，53！＊＊寧 0，！75X 0，222X
20～24歳大卒賃金 一 0，372X 一 ｝ ㎜ 0，611X 一 一
20～24歳高卒賃金 一 暖7，400寧＊ ㎜ 一 一 一7．580＊＊ 一 一
賃金格差 皿 一 一 20，088寧＊ ｝ 一 一 1，315＊＊寧
相対賃金 ｝ ｝ 5，260? 一 一 　 0，277＊＊寧 一
定数 一！286．400 2857，8GO 一6359G．2GO串寧寧 一6496．75G 一〇．012 0，006 一〇．345＊寧＊ 一〇．G53＊傘
自由度調整済重根関係数 0，984 0，990 0，991 0，988 0，969 0，977 0，979 0，977
F（有意性） ＊＊＊ ＊串＊ ＊＊宗 寧寧寧 串＊寧 ＊＊＊ 串串＊ 宰＊＊
DW 0，958 ！，140 G，931 0，891 2，OGO2，510 2，510 2，302
就職者数 高卒比相対就職者比率
短大卒 有意性 短大卒 有意性 短大卒 有意1生 短大卒 有意性 短大卒 有意性 短大卒 有意性 短大卒 有意性
短大卒者数 0，635＊牢牢 0，686＊零串 0，635寧寧＊ 0，635寧串寧 2，550寧‡寧 2．7．303，370＊＊＊ 3，258＊庫＊
GNP 0，124＊庫寧 0，256寧＊寧 0，124＊寧寧 0，124＊承＊ 0，283＊寧 0，283串＊ 0，126X 0．98X
20－24歳短大卒賃金 　 一〇．216X ｝ 一 　 0，695X 一 嗣
20－24高卒賃金 ｝ 一35．3GO串寧＊ 一 ｝ 一 一L250寧＊ ㎜ 一
賃金格差 ｝ 一 0．0965X 　 一 3，656＄串
相対賃金 　 　 0，817X 一 ｝ ㎜ 0，662零串 例
定数 一10267．200 40267，200 一10267．200X 一〇．094
?
一〇．017 一〇．812＊寧＊ 一〇．134率＊＊
自由度調整済二蓋重相関係数： 0，976 0，989 0，976 0，958 0，972 0，967 0，966
F（有意｛生） ＊水寧 庫＊＊ ＊串＊ ＊寧串 壌＊寧 ＊＊串 ＊＊寧
DW 0，768 1220 0，768 0，768 1，630 2，490 2，120 2，071
（注）櫓P＜G．Ol纏P＜0．G5＊P〈0．1　xはstepwiseにより排除された変数
?。
?
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た，技能工は76万人（17％）と大幅な増加を示している注9。
　専門職の増加は高卒では13万人，高等教育卒88万人となっており，高卒専門職の増加
は絶対数，シェアとも減少した。いずれの学歴卒でも職業効果が大きく，1970年代と同様
専門職自体が増加していることを意味する。
　事務職では学歴効果が大きい。この間高等教育二女子の事務職は89万人増加したが，そ
のうち職業効果によるものは23．3万人（26．1％）に過ぎず，高学歴化によるものは48万
人（53．7％）と2倍以上になっている。ちなみに高卒についても70年代と傾向は変らない。
職業効果が大きく，高卒事務職は職業効果では139万人の増加を示しているものの，学歴
効果では28万人の減少となっている。また，販売職では学歴効果が大きいことも1970年
代と同様である注10。
　このように高等教育卒女子の就業者の増加は専門職と事務職で著しいが，専門職の増加
は職業自体の成長によるところが大であるのに対して，事務職と販売職では高卒から高等
教育卒への高学歴化によるところが大きい。
亙V．構造変動の回帰分析
　大卒就職者数は供給量（卒業者数：）に規定されるところが大きい。しかし，就職率の変
化の大きさを考えると，他の要因も影響を与えていることは確かである。先にみたように，
教員などの専門職や事務職は大きく変動している。この増減は労働需要の変化によるもの
とみられる。また，女子の場合には先にみた「教養」志向の者を中心に卒業後就職せず，
労働市場に参入しない者の割合も高い。そこでこの要因分析を考える必要がある。ここで
は，供給要因と需要要因両者を含んだ回帰分析を行う。両者を含んだからといって識別問
題は残るeしかし需要か供給かの識別問題に関してはここでは立ち入らない。ここでは供
給側の要因として大卒者数（短大卒者数）を考えることにする。また，需要側の要因の特
定化はi難しいがここではGNPを考える注11。
　また，賃金との関連をみる注12。賃金は需要と供給のバロメータとして考えることができ
る。高卒比でみた大卒賃金は高卒比でみた大卒労働力の需要の増減と比例関係にある。し
たがって，大卒賃金が下がれば高卒労働力に対して相対的に大卒労働力需要は増加する。
実際に1970年代後半に20－24歳の大卒女子の相対賃金は高卒に比較して0．96倍まで落ち
込んだが，その後上昇し，1990年には1．16倍になっている。これは大卒に対する需要の高
まりを示していると考えられる（金子19928頁）。しかし，実際の変動はこれほど単純で
はない。資本との代替関係にも規定されている。また，供給側でも賃金変化に対して，需
要側と逆の変動が起きる。このように賃金と労働力の学歴別構成に関しては様々な主張が
なされてきている窪13eここではこの問題に立ち入らないが，相対賃金と相対労働力の関連
の分析することによって，これらの関係を実証的に明らかにすることができよう幽。こと
に女子の場合には男子に比べて留保賃金（reservation　wage）が高いと考えられる。これ
は男子と比較して，就業以外の選択肢がありうるためである。このため就職者数の供給は
・絶対賃金の変化と留保賃金の変化との相対的関係に規定されているeこの点も考慮して分
析していくことにする。
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　また，以上の議論から看取できるように，大卒就職者の絶対量だけでなく，高卒就職者
と比較した相対量の変化も問題である。このため大卒就職者の絶対数だけでなく，高卒就
職者との相対比も従属変数とした分析も行った。
　賃金に関しても相対賃金と絶対賃金の2つを用いる．さらに相対賃金は大卒と高卒の比
（以下相対賃金と呼ぶ）と，大卒と高卒の差（以下賃金格差と呼ぶ）の2つを用いた。
（1）高卒賃金をコントロール変数としてそのまま説明変数として右辺に加えた場合には高
卒賃金は大卒者にとって機会費用をあらわすと考えられるので符号条件はマイナスである
と考えられる注15。
（2）高卒者に対する大卒者の相対賃金．労働市場に参入する際に，大卒者がどの程度有利
かを示すものであるから，符号はプラスであると考えられる。
（3）高卒者に対する大卒者の賃金格差。女子の就職に関しては，男子に比較して留保賃金
の分布が高くなっていると考えられる。この賃金格差が大きくなれぼ，留保賃金は相対的
に低下し，就職を促すものになると考えられる。したがって，符号はプラスである。
説明変数間の相関係数がかなり高いため，これを考慮する必要がある。今回はstep　wise法
により有意な変数を求めた。なおデータの都合により1974年から！990年までを対象とし
た。結果は表1のとおりでほぼ予想された係数の推定となっている。大卒短大卒とも卒業
者数，GNPの2回忌要因で自由度決定済み相関係数はきわめて高い。賃金を加えた推定で
は大卒，短大卒とも2e－24歳賃金は有意ではないものの，20－24歳の高卒賃金，相対賃金，
賃金格差は一部を除いて有意で符号条件を満たしている。しかし，絶対就職者数ではダー
ビンワトソン比が低くなっている。絶対賃金，相対賃金，賃金格差を加えても，ダービン
ワトソン比は改善されない。ただし，絶対就職者数ではなく，高卒比相対就職者比率の場
合にはダービンワトソン比はきわめて良好である。
　このモデルの推定結果から絶対的な就職者数や相対的な就職者比率とも大きな変動は卒
者数やGNPといった需給要因に支配されているものの，小さな変動は賃金変化と関連し
ていることがいえるのではないかと思われる。
V．まとめ
　本稿では女子の労働市場は男子に比べて変動が激しいのではないかとの仮説を検討して
きた。学部学科別の就職者比率は男子がきわめて安定しているのに対して，女子の場合に
は大きく変化してきている。また，就職率も女子の方が変化は大きい。しかし，短大女子
の方が4大卒より変動は少ない。男子の教育にみられた長期的な低下もみられない。
　また，1970年代の後半に変動がみられるのは男子の場合と同様である。女子の場合には
GNP，卒業者数だけでなく，高卒絶対賃金や，高卒との相対賃金とも強い相関がみられた。
　他方，職業別にみると専門技術職が減少し，事務職のシェアが高まってきている。特に
短大卒の場合にこの傾向は著しい。専門職の場合には職業効果が大きく様々な職種に進出
したと考えられるのに対して，事務職の場合には女子の労働市場が急速に高学歴化したた
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め，学歴代替雇用が進行したと考えられる。したがって，女子の事務職の労働の専門化が
進行しているとは必ずしもいえないのではないか。これが1つの問題点である。
　さらに専門職は職業効果が大きいものの，フローでみる限り伸び悩んでいる注16。職業自
体が大きく伸びていかない限り，ここでも女子の進出は限られたものになる可能性が大き
い。このようにしてみると，女子高等教育卒労働市場，とりわけ短大卒労働市場の今後は
問題をはらんでいる。
　課題として残された点は多い。
（1）男子の労働市場との比較に関しても紙幅の都合上，あまりふれることができなかった。
ごくおおまかにいえぼ，高学歴化に対する基本的な構造変化では男女の労働市場で類似点
がめだつ。しかし，女子の場合には様々な職種への進出が著しい反面，伝統的女子向け職
業では減少が激しいなど，変動幅が大きいのは，これまで述べてきたとおりである。また，
職種は男子に比べ専門技術職より事務職のシェアが多くなっている点も大きな相違点であ
る。
（2）高卒労働市場や大学院卒労働市場をも含めた総合的な学卒労働市場の分析も今後に残
された大きな課題の1つである。
（3）分析の手法についてもモデルの特定化，需要と供給の識別，変数の選択，ラグの扱い
など解決すべき課題は多い。
（4）最後に本稿の大きな目的の1つであった女子の高等教育への影響について簡単にふれ
ることで，まとめにかえたい。
　本稿の分析で明らかにされたように高等教育卒女子は伝統的な女子の職業から事務職や
他の新しい専門職などへ進出している。専門職では職業効果が大きく，創出された雇用に
女子が吸収されたと考えられる。このことは女子の高等教育にとって積極的な意味をもつ。
伝統的な教養や家政，教育のシェアが低下し，社会や工学が増加していることは，この変
化に対応するものである。しかし，他方，事務職の場合には，学歴効果が大きく，高学歴
化は手放しで喜べない面もある。
　女子の高等教育と就業の問題を考える際に重要なことは，40代の雇用は再就職が多く，
初職と関連のないパートタイムの職種につく者が多いことである。この結果，再就職者は
受けた教育と直接関係のない職種につき，せっかくの教育をいかせない，また，賃金が低
いといった問題が生じている。これらは多くの調査で共通に指摘されている問題点であ
る注17。さらに，大沢は，専門技術職では再就業の際に再び専門技術職につく割合が高いの
に対して，事務職では同じ事務職につく可能性が低いことを明らかにしている。また，大
卒女子労働者の場合には，離職期間が短く，再就業の際に正規従業員として雇用される割
合が高い（大沢199355－58頁）。
　このように専門技術職の場合には再就職の際にも再び同じ職業に復帰する割合が高く，
大学教育をいかしているとみられるのに対して，事務職では同一職種再就職の確率は低く，
大学教育をいかしていない点も，今後の女子の高等教育を考える際に考慮しなければなら
ないであろう。また，短大卒事務職では賃金は比較的高いものの，労働内容さらには昇進
や仕事の発展の見通しに関しては良好とはいい難い齪。このことも従来の「教養」型の女
子教育に転換を迫るものである。
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　女子労働市場の変化に関しても従来の基本的構造は続いていくか，それとも大きく変わ
っていくか，予断を許さない。このため労働市場との関連からみて，女子の高等教育のゆ
くえを明確に描くことは難しい。しかし，このような女子の職場進出が引き続き強まって
いくとすれば，従来の性別役割観に基づく伝統的女子向け職業教育や教養志向教育だけで
なく，新しい職業志向の教育が必要とされることは確かであろう。こうした労働市場の変
化に対応して女子の高等教育でも既に一部では変化が進行している。先にみた学部学科構
成の変化はその一例である。さらに具体的にカリキュラムの変化などの動向を検討し，女
子の労働市場の変化との関連を明らかにすることはきわめて重要な課題である。本稿では
この点に関しては十分検討することができなかった。今後の課題として残したい。
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注
1）専修学校専門課程卒の就職動向に関しでは「学校基本調査」などに職業別産業別の公式の統計が
　　ない．そこで以下では高等教育卒として大卒と短大卒についてのみ分析の対象とする．また，大
　　学院卒に関しても職種などで異質の労働市場を形成していると考えられるので，分析対象としな
　　い．なお専修学校卒業者の近年の労働市場については小杉1993を参照されたい．
2）詳しくは小林雅之・矢野平和1992を参照されたい．この論文以降の研究のレビューは矢野眞和
　　1993の2つの論文が詳しい。
3）　この点は多くの女子労働を扱った研究が指摘している（広瀬1979，冨士谷・上杉1982，八代1983）
　　が，こうした性別役割観は決して日本だけのものではない．たとえば，アメリカの例としてホー
　　ン川嶋を参照されたい．
4）以下特に記していない場合にはデータは「学校基本調査」による．
5）　ただ，大学教員だけは女子の比率が56．4％から80．i％と上昇している．これは男子の場合，
　　大学院卒業者が多くなり，高学歴化しているためで，女子の大卒大学教員数が増加しているため
　　ではない．なお，これとは逆に幼稚園教員の場合には女子の比率は98．4％から96．9％とわず
　　かではあるが減少し，保父が増えてきていることを示している．
6）　ここでもちいた要因分解法は男子の場合と同様である．
Liをある職業（または産業）iにおける労働力，　Ligをそのうち大卒労働力，添え字のtoとt！
はそれぞれ年度をあらわすとする。ある職業（産業）における大卒労働力の変化は次のようにあ
らわすことができる。
ALig　一　Ligt　1－Ligt　O　一（Lit　1－Lit　O）（Ligt　O／Lit　O）十（（Ligt　1／Lit　1）一（Ligt　O／Lit　O））Lit　O十
（Lit　1－Lit　O）（（Ligt　1／Lit　1）一（Ligt　O／Lit　O））一　crALi　一i一　Acr　Lit　O　一i一　AcrALi
　α＝（Ligt　O／Lit　O）は各職業（産業）における大卒者の割合を示す．この式の第1項α△Liはそ
の職業（産業）の大卒比率を固定した時，全労働者数の伸びのみによって生じた大卒者数の変化
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　　をしめすことから，職業効果（産業効果）と呼ばれる．また，第2項は逆に職業（産業）の労働
　　者数の伸びがなかった場合に労働者の高学歴化による大卒者の変化をあらわすもので，学歴効果
　　と呼ばれる．第3項はこの両効果の交樹海である．この方法では学歴効果は労働需要の高度化を
　　示すか教育過剰を示すかは特定できない．これらの点や要因分解法による先行研究について詳し
　　くは小林雅之・矢野直和1992を参照されたい．
7）　こうした傾向は女子高等教育卒を短大卒と4年制大学卒に分けてみても変らない．ただ，技能工
　　は短大卒で増加しているのに対して，4大卒では増加は少ない．この短大卒の技能工の増加はほ
　　とんど学歴効果によるものである．
8）技能工では問題がある。シェアが国勢調査では70年24．1％，80年23．9％とほとんど変化しな
　　いのに対して，就業構造基本調査では68年18．6％と低く，77年には21．7％と急激に高くなつ
　　ている。87年には21．5％と77年とほとんど変わらない．
9）技能工は国勢調査では1970年から1980年では16万人しか増加していない．なお就業構造基本
　　調査では1968年から1977年の間に87万人の増加となっている．このように小林・矢野論文で
　　みた男子と同じ様に技能工生産工程従事者に関しては女子の場合も，国勢調査・就業構造基本調
　　査と学校基本調査で齪酷がみられる．
IO）　就業構造基本調査では高等教育卒を短大卒と4年制大学卒に分けて集計しているのは1982年か
　　らである．そこで1982年から1987年の変化を短大卒と4年制大卒にわけてみても傾向は変らな
　　い．女子高等教育卒は専門職，事務職，販売職に進出しているが，専門職は職業効果が高く，事
　　務職では学歴効果が高い．
11）GNPを採用する場合の問題点はこの時期にはGNPはほぼ単調に増加しているため，趨勢を示
　　す変数になってしまい，経済変動を示すものになっていない点である．それでも経済の変化に対
　　応して，若干の変動をみせている．そこで，ここでは需要側の変動を表すものとして採用するこ
　　とにした．
12）　男子の場合推計式に説明変数として組み込んだ生涯賃金は，女子の場合少なくとも現在までのと
　　ころ長期勤続者が少ないので，生涯賃金はあまり考慮しなくていい．
13）多くは賃金関数や生産関数をもちいたものである．大沢1993参照．
14）　たとえば，1）reshは労働力の構成と教育人口の関連を定式化しているが，そこでは相対賃金と労
　　働力の構成は少なくても長期的には比例すると想定されている．そこで，ここでの分析結果をみ
　　ると大卒相対賃金と大卒相対労働力の単相関係数は0．691（5％水準で有意），短大卒では
　　0．582（IO％水準で有意）と，あまり高くない．しかし，表！にみられるように，他の変数を加
　　えてもこの両者とも有意な関係がみられる．
15）賃金は卒業時の選択ではなく，進学時の選択に影響を与えていると考えると，賃金にラグをおく
　　必要がある．しかし，男子の場合のように賃金に1年のラグをおいて分析しても結果は思わしく
　　なかった．
16）専門職が短大卒ではフロー（学校基本調査）では絶対数もほとんど停滞しているのに対して，ス
　　トック（就業構造基本調査）では増加している．この差異の原因としては次の3つが考えられる．
　　（1）フローは新卒者のみであるのに対して，ストックの変化は新卒者と中途採用者を含んでい
　　る．特に女子の場合には中高年層の中途採用者が多いかもしれない．（2）2つの調査で測定して
　　いる内容に差がある．ことに職業カテゴリーに相違がある可能性がある．（3）学校基本調査は個
　　人ではなく大学が回答者であり，信頼性に若干疑問がある．これらが正しいとすれば，これらの
　　点も今後の労働市場分析を考える際の留意点であろう．
17）　たとえば，田中佑子・西村由美子「職業継続に及ぼす学歴効果」（天野1986　210頁），亀田温子
　　「就業意識とキャリア」（金子！99255頁）．
18）　このことは広島大学大学教育研究センターの調査結果（金子！992）にも表されている．
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